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整備基準 解　説 望ましい水準
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○公共用通路と車両等の乗降口及びその他の旅客施設との間の経路は、高齢者、障害者等が円滑に通行できる
ようにする。

○円滑な通行の整備にあたっては、次の原則に留意すること。
　・ 移動しやすい経路
　・ わかりやすい誘導案内設備
　・ 使いやすい施設・設備

　公共用通路（公共交通機関の施設の営業時間内において
常時一般交通の用に供されている道路、駅前広場、通路そ
の他これらに類する施設であって、公共交通機関の施設の
外部にあるものをいう。）と公共車両等の乗降口との間の経
路においては、次に定める構造の障害者、高齢者等の円滑
な通行に適する経路（以下「移動円滑化された経路」という。）
をプラットホーム等（プラットホームその他の旅客の乗降場所
をいう。以下同じ。）ごとに�以上設けること。

●公共用通路との出入口と各ホームを結ぶ
乗降動線（同一事業者の異なる路線相互
の乗り換え経路を含む。）において旅客の
移動が最も一般的な経路（主動線）を円滑
にすること。

○傾斜路を設ける場合は、有効
幅員は180cm以上とすること。

○他の経路に関しても可能な限り
移動が円滑になるようにすること。
特に線路によって地域分断さ
れている場合などは、各方面の
主要出入口から移動円滑化さ
れた経路を確保すること。

○他の事業者や他の公共交通
機関の乗り換え経路についても、
移動の円滑化に配慮すること。

整備の基本的な考え方

経路

【障害者、高齢者等の円滑な利用
に適したエスカレーターの構造】

○１以上は、30m/分以下で運転
可能なものを設置すること。

○乗り口に近い位置に音源を設
置すること、又は乗り口端部に
スピーカーが内蔵されたエスカ
レーターとすること。

ア 上り専用のものと下り専用のものをそれぞ
れ設置すること。ただし、旅客が同時に双方
向に移動することがない場合は、この限りで
ない。

イ 踏み段の表面及びくし板は、滑りにくい仕
上げがなされたものであること。

ウ 昇降口において、�枚以上の踏み段が同一
平面上にあること。

エ 踏み段の端部の全体がその周囲の部分と
色の明度、色相又は彩度の差が大きいこと
により踏み段相互の境界を容易に識別で
きるものであること。

オ くし板の端部と踏み段の色の明度、色相又
は彩度の差が大きいことによりくし板と踏み
段との境界を容易に識別できるものであること。

カ エスカレーターの上端及び下端に近接する
通路の床面等において、当該エスカレータ
ーへの進入の可否が示されていること。た
だし、上り専用又は下り専用でないエスカレ
ーターについては、この限りでない。

キ 有効幅員は、�0cm以上であること。

ク 踏み段の面を車いす使用者が円滑に昇降
するために必要な広さとすることができる構
造であり、かつ、車止めを設けること。

●くし板から70cm程度の移動手すりを設ける
こと。

●乗降口には、旅客の動線の交錯を防止す
るため、高さ80～85cm程度の固定さく又は
固定手すりを設置すること。

●電動車いすの重量に対応したもの（最大
積載荷重200kg以上のもの）を設置すること。

●車いすを載せて可動している際に、緊急時
に操作しやすい停止装置を設置すること。

●エスカレーターの昇降口付近に係員呼び
出しボタンを設置すること。

●原則として、車いす使用者の単独での利
用を考え、エレベーターを設置すること。

●旅客施設に隣接しており、かつ、旅客施設
と一体的に利用される他の施設の傾斜路（別
表第2の5の（1）に定める構造に限る。）又
はエレベーター（（2）に定める構造と同等
以上のものに限る。）を利用することにより、
障害者、高齢者等が旅客施設の営業時
間内において、常時公共用通路と車両等
の乗降口との間の移動を円滑に行うことが
できる場合は、この限りでない。

（�）床面に高低差がある場合は、別表第�の�の（�）に定める
構造の傾斜路又は（�）に定める構造のエレベーターを設
けること。ただし、構造上の理由により傾斜路又はエレベ
ーターを設けることが困難である場合は、障害者、高齢者
等の円滑な利用に適した次に定める構造のエスカレータ
ーをもってこれに代えることができる。

ケ エスカレーターの行き先及び昇降方向を音
声により知らせる設備を設けること。



��

●エレベーターの配置にあたっては、主動線上
から認識しやすい位置に設置し、すべての
利用者が円滑に利用できるよう配慮すること。

●エレベーターの前には、一般旅客の動線と
交錯しないようスペースを確保すること。

●利用者動線の観点からスルー型や直角２
方向型が有効な場合は、これらの設置を積
極的に検討すること。

●出入口が複数あるエレベーターを設ける場
合は、開閉する出入口を音声により知らせる
設備を設けること。

●地震、火災、停電時管制運転を備えたエレ
ベーターを設置する場合には、音声及び文
字で管制運転により停止した旨を知らせる
装置を設けること。

○故障の際に自動的に故障した
ことが伝わるようにし、かご内に
その旨の表示を行うか、又はか
ご内に故障を知らせるための
非常ボタンを設けること。

○かご外部から、かご内の車い
す使用者や小児、また転倒し
た旅客が視認できるよう、ガラ
ス窓の下端は床面から50cm
程度とすること。

○かごの内部が確認できるカメラ
を設置すること。

●動線は、可能な限り明快で簡潔なものとし、
複雑な曲がり角や壁、柱、付帯設備などが
突出しないように配慮すること。

●空中突出物を設ける場合は、視覚障害者
が白杖で感知できずに衝突してしまうことが
ないよう配慮して設置すること。

○手すりを設置すること。手すり
を設ける場合は、冬期の冷たさ
に配慮した材質とすること。

ア  有効幅員

イ  戸の構造

ウ  床面の仕上げ 床面は、滑りにくい仕上げとすること。

戸を設ける場合は、有効幅員は�0cm以
上とし、自動的に開閉する構造又は障
害者、高齢者等が円滑に利用できる構
造とすること。

有効幅員は、��0cm以上とすること。た
だし、構造上の理由によりやむを得ない
場合は、通路の末端の付近の広さを車
いすの転回に支障のないものとし、かつ、
�0m以内ごとに車いすが転回することが
できる広さの場所を設けた上で、有効幅
員を��0cm以上とすることができる。

エ  照明 照明設備を設けること。

●雨滴等による濡れた状態でも滑りにくい仕
上げ、材料を選択すること。

●通路は、高齢者や弱視者の移動を円滑に
するため、充分な明るさを確保するよう採光
や照明に配慮すること。

○車いす使用者の利用に配慮し、
有効幅員を180cm以上とする
こと。

○他社線旅客施設、公共用通
路等と連続した誘導経路とな
るよう、誘導動線、形状、色のコ
ントラストなどを統一的連続的
に敷設すること。

整備基準 解　説 望ましい水準

（�）経路に設けるエレベーターは、別表第�の�の（�）に定め
るほか、戸の開扉時間を延長する機能を有し、かご及び昇
降路の出入口の戸にガラスその他これに類するものがは
め込まれていること又はかご外及びかご内に画像を表示
する設備が設置されていることにより、かご外にいる者とか
ご内にいる者が互いに視認できる構造とすること。ただし、
同表の�の（�）のイについては、かごの出入口が複数ある
エレベーターであって、車いす使用者が円滑に乗降できる
構造のかご（開閉するかごの出入口を音声により知らせる
設備が設けられているものに限る。）を設ける場合は、この
限りでない。

（�）経路を構成する通路は、次に定める構造とすること。

●公共用通路との境界である出入口から改
札口を経て乗降口に至る経路上に視覚
障害者の誘導動線を設定し、線状ブロッ
クを敷設すること。

●線状ブロックは、一般動線に沿うことに考
慮しつつ可能な限り最短経路により敷設
すること。

●線状ブロックは、旅客の動線と交錯しない
よう配慮し、安全で、できるだけ曲がりの少
ない明解で簡潔な道すじに連続的に敷
設すること。また、歩行できるスペースが確
保できるよう、壁面、柱等から適度に離れ
た道筋に敷設すること。

●視覚障害者誘導用ブロックを識別しやす
いよう、周囲の床材の仕上げにも配慮する
こと。

●「音声その他の方法により視覚障害者を
誘導する設備」とは、音声装置、誘導チャイ
ム等をいう。

（４）次の場所には、視覚障害者誘導用ブロックを敷設し、又は
音声その他の方法により視覚障害者を誘導する設備を
設けること。
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整備基準 解　説 望ましい水準

【視覚障害者誘導用ブロックの構造】
●形状は、JIS規格に合わせたものとすること。
●色彩は、黄色を原則とすること。ただし、周

辺の床材との対比を考慮して、明度差ある
いは輝度比などが十分に確保できず、かつ
安全で連続的な道すじを明示できない場
合は、この限りでない。

●材質は、十分な強度を有し、滑りにくく、耐
久性、耐摩耗性に優れたものとすること。

ア  傾斜路の上端
及び下端

別表第�の�の（�）に定める構造の傾斜
路の上端及び下端に近接する通路

●傾斜路の上端及び下端に敷設する点状
ブロックの位置は、傾斜路の始終端部から
30cm程度離れた箇所とすること。

●改札口への線状ブロックの敷設経路は、有
人改札口がある場合は有人改札口へ誘
導すること。

●エスカレーター前に敷設する点状ブロック
の位置は、エスカレーター始終端部の点検
蓋に接する程度の箇所とすること。

●「その他特に視覚障害者の注意を喚起す
ることが必要である場所」には、4の（1）に
定める多機能トイレ及び10の（1）に定める
案内設備を含めること。

●多機能トイレへの線状ブロックの敷設経路は、
トイレ出入口の壁面にある触知案内図等
の位置とすること。

●トイレの触知案内図等の前に敷設する点
状ブロックの位置は、触知案内図等から
30cm程度離れた箇所とすること。

●案内設備への線状ブロックの敷設経路は、
出入口付近又は改札口付近に設置した
案内設備の正面の位置とすること。

●案内設備の前に敷設する点状ブロックの
位置は、案内設備から30cm程度離れた箇
所とすること。

イ  階段の上端及
び下端

別表第�の�に定める構造の階段の上
端及び下端に近接する通路

●階段への線状ブロックの敷設経路は、手を
伸ばせば手すりに触れられる程度の距離
を離した位置とすること。

●階段の上端及び下端に敷設する点状ブロ
ックの位置は、階段の始終端部から30cm
程度離れた箇所とすること。

ウ  エレベーター乗
降ロビーの操
作盤の前

（�）に定める構造のエレベーターの乗降
ロビーに設ける操作盤に近接する通路  

●エレベーターへの線状ブロックの敷設経路
は、点字表示のある乗り場ボタンへ誘導す
ること。

●エレベーターの前に敷設する点状ブロック
の位置は、点字表示のある乗り場ボタンか
ら30cm程度離れた箇所とすること。

エ  券売機の前 �に定める構造の券売機に近接する通路 ●券売機への線状ブロックの敷設経路は、
点字運賃表及び点字表示のある券売機
へ誘導すること。この場合、改札口への線
状ブロックの敷設経路から分かりやすく、で
きる限り最短経路となるように分岐すること。

●線状ブロックで誘導される券売機の前に敷
設する点状ブロックの位置は、券売機の手
前30cm程度の箇所とすること。

オ  改札口及び改
札口の前

�の（�）に定める構造の改札口に近接
する通路

カ  エスカレーターの
上端及び下端

エスカレーターの上端及び下端に近接
する通路

キ  その他 その他特に視覚障害者の注意を喚起す
ることが必要である場所

＜参照資料＞
本整備マニュアルの他、下記の基準、ガイドラインも参照し、準拠すること。
　・ バリアフリー法に基づく移動等円滑化基準
　・ 「公共交通機関の旅客施設に関する移動等円滑化整備ガイドライン」（平成１９年７月）  交通エコロジー・モビリティ財団

○誘導される券売機は、改札口
に近い券売機とすること。
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□経路の整備例

（�）ウ 床面は滑りにくい仕上げ

（�）床面に高低差がある場合は、
別表第�の�の（１）に定める構
造の傾斜路又は（�）に定める
構造のエレベーターを設ける

（�）ア 有効幅員��0cm以上

点字運賃表

有人通路

男性用便所

女性用便所

多機能
トイレ

多機能
トイレ

改札内コンコース

公共用通路
（�）ア 有効幅員��0cm以上

150cm以上で利用者が安全かつ
円滑に利用できる有効幅員

90cm以上

案内板

券売機
改札口

プラットホーム等

有人改札
カウンター

エレベーター

エレベーターについては
建築物 ７ を参照

プラットホーム等については ７ を参照

段については ５ を参照

改札口については ３ を参照

券売機等については ２ を参照

便所については ４ を参照

傾斜路については建築物 ５ を参照
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○券売機は、だれもが円滑に利用できるよう整備を進める。

（1）券売機の高さ
等

　券売機を設ける場合は、次に定める構造の券売機を�以上設
けること。

券売機の高さは、車いす使用者が利用し
やすい高さとし、かつ、下部には、車いす
使用者が円滑に利用できる構造のけこ
みを設けること。

●金銭投入口は、車いす使用者が利用しや
すい高さとすること。

●主要なボタンは、110cm程度の高さを中心
に配置すること。

●車いす使用者が容易に接近しやすいようカ
ウンター下部に高さ60cm程度のけこみを設
けること。

●券売機を設ける場合は、旅客の移動を妨
げないよう配慮する必要がある。

○インターホン、呼出ボタンなどは
利用者にとって使用しやすい
高さ、構造とすること。

○金銭投入口の高さは、110cm
以下とすること。

○インターホン又は呼び出しボタ
ンを設けること。

整備の基本的な考え方

券売機

（2）券売機の構造 券売機は、障害者、高齢者等が円滑に
利用できる構造とすること。

●金銭投入口は、硬貨を複数枚入れることが
できるものとすること。

●運賃等の主要なボタンには、点字を併記す
ること。

●点字は、耐久性に優れたものとすること。
●券売機の横に点字運賃表を設置すること。
●タッチパネル式の場合は、テンキーを設置し、

視覚障害者がキーの配列を認識すること
ができる構造とすること。

●テンキーを設置した券売機には、音声案内
を設置すること。

●点字運賃表の駅名の表示順序は５０音順
とすることを原則とし、見出しを設けること。

○点字運賃表は、可能な限り大
きな文字でその内容を示すこ
と等により、弱視者に運賃を分
かりやすくすること。

○金銭投入口・カード投入口等は、
周囲とコントラストのある縁取り
などにより、識別しやすいものと
すること。

○操作可能なすべてのボタン、
投入・取出口を示す点字を併
記すること。

○精算機を設ける場合について
も、障害者、高齢者等が円滑
に利用できるよう高さや構造
等に配慮すること。
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（�）券売機の高さは、車いす使用者が
利用しやすい高さとし、かつ、下部
には、車いす使用者が円滑に利用
できる構造のけこみを設ける

（�）券売機は、障害者、高齢者が円滑
に利用できる構造とする

□券売機の整備例

●主要なボタンの高さ
110cm程度

●けこみの高さ
60cm程度

●車いす使用者が容易に接近しやすい
ようカウンター下部にけこみを設ける
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○だれもが円滑に利用できるよう�札口を整備する。

ア  有効幅員 有効幅員は、�0cm以上とすること。

○有人改札口を設けること。
○有人改札口、自動改札口のそ

れぞれ1以上に3の項に定め
る構造の改札口を設けること。

整備の基本的な考え方

�札口

ウ  段 車いす使用者の通行の妨げとなる段を
設けないこと。

エ  床面の仕上げ 床面は、滑りにくい仕上げとすること。 ●雨滴等による濡れた状態でも滑りにくい仕
上げ、材料を選択すること。

イ  移動円滑化
経路に近接

移動円滑化された経路に近接すること。

（�）�以上の改札口は、次に定める構造とすること。

（�）�以上の改札口は、移動円滑化された経路に近接して設
置し、かつ、視覚障害者誘導用ブロックを敷設し、又は音
声その他の方法により視覚障害者を誘導する設備を設け
ること。

●自動改札機は、乗車券等挿入口を色で縁
取るなど識別しやすいものとすること。

（�）自動改札機を設ける場合は、当該自動改札機又はその付
近に、当該自動改札機への進入の可否を、分かりやすい
方法で表示すること。
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改札外コンコース
点字運賃表

●自動改札機

改札内コンコース

□改札口の整備例

（１）ア 有効幅員�0cm以上

○有人改札
カウンター

（２）視覚障害者誘導用ブロック
を連続して敷設する

（３）自動改札機への進入の可否を、
分かりやすい方法で表示
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○利用者の利用に供する便所を設ける場合は、車いす使用者をはじめ、だれもが円滑に利用しやすい便所を
整備する。

（1）多機能トイレ
の設置

　利用者の利用に供する便所を設ける場合は、次に定める構造
とすること。

�以上（男女用の区別があるときは、それ
ぞれ�以上）の便所は、別表第�の�の（�）
に定める構造の多機能トイレとし、すべて
のプラットホーム等と移動円滑化された
経路で接続すること。

整備の基本的な考え方

便所

（2）多機能トイレ
以外のトイレ
の設置

多機能トイレ以外に利用者の利用に供
する便所を設ける場合は、�以上（男女用
の区別があるときは、それぞれ�以上）の
便所は、別表第�の�の（�）に定める構
造とすること。

●別表第2の8の（1）の解説を参照のこと。

●移動円滑化された経路から円滑に利用で
きる位置に設け、視覚障害者誘導用ブロ
ックを連続して敷設すること。

○別表第2の8の（1）の望ましい
基準を参照のこと。

●別表第2の8の（2）の解説を参照のこと。 ○別表第2の8の（2）の望ましい
基準を参照のこと。
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□多機能トイレの整備例

便所については建築物 ８ を参照 ○非常呼び出しボタン、フラッシュ
ベルなどの緊急通報装置

汚物入れ

引き残し

○フック

○全身の映る鏡

●鏡

●鏡

□多機能トイレの整備例

○介護用のベッド

（�）サ  出入口には、多機能トイレで
ある旨を表示

（�）ケ  荷物台を設置するよう努める

（�）オ  多機能便房内の便器は、腰掛
式とし、手すりを設ける

（�）ス オストメイト対応の
水洗器具を設置

（�）キ  床面は、滑りにくい仕上げ

（�）ア  便所及び多機能便房の出入口の有効幅員
は、�0cm以上

 ○有効幅員�0cm以上
（�）イ  便所及び多機能便房の出入口の戸は、障害

者、高齢者等が円滑に利用できる構造とする

（�）ウ �00cm以上

（
�）

ウ
 �

00
cm

以
上

○水洗装置は、パウチや
しびん等の洗浄ができ
るものとし、温水がでる
設備

70
cm

程
度

○自動洗浄機能付
き便座を設置

はね上げ又は
スイング式手すり

引き残し

150cm以上

20
0c

m
以

上

80cm以上

200cm以上

ｼﾝ
ｸ

○介護用可動ベッド

女性用

男性用

●便所配置例（1）

多機能トイレはね上げ式又は
スイング式手すり

○オストメイト対応
器具

ベビーチェア

○子供用便器

男性 女性

ベビーチェア

●便所配置例（2）

男性

多機能トイレ 多機能トイレ

女性

●便所配置例（3）

鏡下端高さ
80cm程度

多機能トイレ

鏡高さ100cm以上

鏡下端高さ80cm程度

●
70

cm
程

度

シャワー付き水栓

水石けん入れ

汚物流し
洗浄ボタン

ペーパーホルダー

●オストメイト対応の水洗器具例
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便所については建築物 ８ を参照

○ベビーチェア等

●鏡

●鏡

□多機能トイレ以外のトイレの整備例

○自動洗浄機能付き
便座

（�）ア �0cm以上

（�）ウ  床面は、滑りにくい仕上げ

○非常呼び出しボタン、フラッシュベル
などの緊急通報装置

（�）オ 障害者、高齢者等が円滑
に利用できる構造の洗面
器を�以上設ける

（�）カ  小便器を設ける場合は、�以上の
小便器は、手すり付きの床置式、
壁掛式の小便器（受け口の高さ
��cm以下のものに限る）等とする

（�）イ  便所及び便房の出入口には、車
いす使用者の通行の妨げとなる
段を設けない

（�）エ  �以上の便器は、腰掛式とし、
手すりを設ける

●洗面器まわりの寸法例

鏡高さ100cm以上

80
cm

程
度

●洗面器下部の奥行き
45cm程度

手すり 背もたれ

可動棚

●車いす使用者が利用できる
最小寸法例

有効幅員100cm以上

12
0c

m
以

上
 

有効幅員80cm以上

●ベビーチェア設置例

●洗面器下部内のり
高さ65cm程度

衣服着脱用台（可動式）

○ドアノックセンサー

（�）ア  便所及び�以上の便房の出入口の
有効幅員は､それぞれ�0cm以上
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○階段には手すりを両側に連続して設ける。
○階段での転倒事故を防ぐためには段鼻は容易に見分けがつく構造とする。
○階段手すりの始終端部には現在地若しくは行き先等を点字で表記する。

　段を設ける場合は、��0cm以上で利用者が安全かつ円滑に
利用できる有効幅員を確保し、別表第�の�の（２）から（５）ま
でに定める構造とし、照明設備を設けること。

整備の基本的な考え方

階段

●別表第2の6の（2）から（5）の解説を参照
のこと。

●高齢者や弱視者等の移動を円滑にする
ため、十分な明るさを確保するよう採光や
照明に配慮すること。

○別表第2の6の（2）から（5）の
望ましい水準を参照のこと。



�0�



�0�

整備基準 解　説 望ましい水準

6
2 

公
共
交
通
機
関
の
施
設
に
関
す
る
整
備
基
準

○誰もが円滑に利用できるようエスカレーターを整備する。

　�の（１）ただし書きに定める場合以外の場合にエスカレータ
ーを設ける場合は、当該エスカレーターの行き先及び昇降方
向を音声により知らせる設備を設けること。

整備の基本的な考え方

エスカレーター

●進入可能なエスカレーターの乗り口端部
において、当該エスカレーターの行き先及
び上下方向を知らせる音声案内装置を
設置すること。

○乗り口に近い位置に音源を設
置すること、又は乗り口端部にス
ピーカーが内蔵されたエスカレ
ーターとすること。
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○だれもが円滑に乗降できるようプラットホーム等を整備する。

（1）床面の仕上

　プラットホーム等は、次に定める構造とすること。

床面は、滑りにくい仕上げとすること。 ●雨滴等による濡れた状態でも滑りにくい仕
上げ、材料を選択すること。

●「プラットホーム等」とは、プラットホームその
他の旅客の乗降場所をいう。

【ホームドア】
○ドアの開閉を音声や音響で知

らせること。

【可動式ホームさく】
○さくの開閉を音声や音響で知

らせること。

整備の基本的な考え方

プラットホーム等

（3）転落防止設備
（線路側）の
設置

（�）のプラットホーム以外のプラットホー
ムにあっては、ホームドア、可動式ホーム
さく、視覚障害者誘導用ブロックその他
の視覚障害者の転落を防止するための
設備を設けること。

●「その他の視覚障害者の転落を防止する
ための設備」とは、スレッドライン、音声によ
る転落防止装置等をいう。

●ホームドア、可動式ホームさく、視覚障害者
誘導用ブロックを設置若しくは敷設する際
には、乗降時の安全性の観点から以下の
措置を図ること。

【ホームドア】
●車両ドアとの間の閉じこめやはさみこみ防

止措置を図ること。
●ホームドアの開口部には点状ブロックを敷

設すること。
【可動式ホームさく】
●車両ドアとの間の閉じこめやはさみこみ防

止措置を図ること。
●ホームさくから身を乗り出した場合及びスキ

ー板、釣り竿等長いものを立てかけた場合
の接触防止対策等から適切な高さのさくと
すること。

●可動式ホームさくの開口部には、点状ブロ
ックを敷設すること。

【視覚障害者誘導用ブロック】
●ホームの端部から80cm以上離れた場所に

連続して敷設すること。
●階段等から連続して敷設された誘導用の

線状ブロックとホーム縁端部の点状ブロッ
クとが交わる箇所（Ｔ字部）については、誘
導用の線状ブロックと縁端部の点状ブロッ
クとの間に点状ブロックを敷設すること。

●内方線がホーム内側に位置すること。

○ホームドア、可動式ホーム柵を
設置できない場合には、非常
停止ボタン、転落検知マット、
待避場所等の設備を設けるこ
とにより、転落時の安全を確保
すること。

（2）転落防止設備
（線路側）の
設置

発着するすべての鉄道車両の旅客用乗
降口の位置が一定しており、鉄道車両を
自動的に一定の位置に停止させることが
できるプラットホーム（鋼索鉄道に係るも
のを除く。）にあっては、ホームドア又は可
動式ホームさく（旅客の円滑な流動に支
障を及ぼすおそれがある場合にあっては、
視覚障害者誘導用ブロックその他の視
覚障害者の転落を防止するための設備）
が設けられていること。

○線路側ホーム面において、列
車が停車することがない等乗
降に支障のない範囲について
は、さくを設置すること。

（5）プラットホーム
の構造

障害者、高齢者等が公共車両等に円滑
に乗降できる構造とすること。

●プラットホーム等と公共車両等との間に、障
害者、高齢者等の乗降の妨げとなる段差
や隙間をできる限り小さくすること。

●構造上の理由により隙間が大きい場合には、
これを警告するための設備を設けること。

●車いす使用者の円滑な乗降に支障がある
場合は、車いす使用者の円滑な乗降のた
めに十分な長さ、幅及び強度を有する設備
を1以上備えること。

（4）転落防止設備
（線路側以外
の端部）の 
設置

プラットホームの線路側以外の端部には、
利用者の転落を防止するためのさくを設
けること。ただし、当該端部に階段が設置
されている場合その他利用者が転落する
おそれのない場合は、この限りでない。  

●「利用者の転落を防止するためのさく」の
高さは、110cm以上とすること。

●線路側以外のプラットホーム両側に、点状
ブロックを敷設すること。
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（7）休憩設備 利用者の休憩の用に供する設備を�以
上設けること。ただし、利用者の円滑な移
動に支障を及ぼすおそれのある場合は、
この限りでない。

●旅客の移動を妨げないよう配慮しつつ、主
な経路上にベンチ等の休憩設備を設ける
こと。

●プラットホームは両端部まで、高齢者や弱
視者の移動等円滑化のため、採光や照明
に配慮すること。

●光や文字による情報及び音声や音響によ
る案内で、列車の接近、その列車の停止・
通過、乗車可否、列車種別、行き先、次停
車駅名を知らせること。

（8）列車接近警告
設備

列車の接近を文字等により警告するため
の設備及び音声により警告するための設
備を設けること。ただし、電気設備がない
場合その他技術上の理由によりやむを得
ない場合は、この限りでない。

（6）上屋 上屋を設けるよう努めること。

（9）照明 照明設備を設けること。

○鉄道駅のプラットホームには上
屋を設けること。

○プラットホーム上に設置するベ
ンチは、はね上げ式や折りたた
み式を避け、固定式とすること。
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非常停止ボタン

□プラットホームの整備例

●転落防止設備例（転落検知マット） ●転落防止設備例（非常停止ボタン）

（�）床面は、滑りにくい仕上げ

○可動式ホームさく

（�）（�）ホームドア、可動式ホームさく、
視覚障害者誘導用ブロックそ
の他の視覚障害者の転落を
防止するための設備

（�）プラットホームの線路側以外の
端部には、利用者の転落を防止
するためのさく

（�）利用者の休憩
の用に供する設
備を�以上設け
ること。ただし、
利用者の円滑
な流動に支障を
及ぼすおそれの
ある場合は、こ
の限りではない

●ホームドア、可動式ホームさくを設ける場合

転落検知マット
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水飲台

手すり

●転落検知マット

エレベーター

●ベンチ

誘導案内板

情報提供掲示板

（�）上屋を設けるよう努める

（�）視覚障害者誘導用ブロック

エスカレーター

（�）転落防止柵
●高さ110cm以上

●上屋の整備例
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○カウンター及び記載台の利便施設についても、だれもが円滑に利用できるように整備を進める。

　�以上のカウンター及び記載台は、別表第�の��に定める構
造とし、聴覚障害者が文字により意思疎通を図るための設備
を備えること。この場合にあっては、当該設備を保有している
旨をその付近に表示すること。

●車いす使用者が利用できるよう案内カウン
ター等の一部は、高さ75cm程度とすること。

●けこみの一部は、内のり高さ60cm以上、奥
行き40cm程度とすること。

●筆談用のメモ用紙などを準備し、当該設備
を保有している旨を表示し、聴覚障害者が
コミュニケーションを図りたい場合において、
この表示を指差しすることにより意思疎通
が図れるように配慮すること。

●筆談用具がある旨の表示については、駅
員及び利用者から見やすく、かつ利用者
から手の届く位置とすること。

○案内カウンター等においては、
車いす使用者との対話に配
慮して、ついたてまでの奥行き
は、30～40cmとすること。

○言葉（文字と話し言葉）による
人とのコミュニケーションが困
難な障害者等に配慮し、コミュ
ニケーションボードを準備する
こと。

整備の基本的な考え方

カウンター及び記載台
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□カウンター及び記載台の整備例

●内のり高さ60cm以上

●内のり高さ60cm以上

●高さは、75cm程度とする。

●けこみ奥行40cm程度

75
cm

程
度
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○公衆電話機及び公衆電話台は、だれもが円滑に利用できるように整備を進める。

（2）公衆電話台

　公衆電話機及び公衆電話台を設ける場合は、次に定める構
造の公衆電話機及び公衆電話台をそれぞれ�以上設けること。

公衆電話台の高さは、車いす使用者が利
用しやすい高さとし、かつ、下部には、車い
す使用者が円滑に利用できる構造のけこ
みを設けること。

●公衆電話台の高さは、70cm程度とし、台下
の高さを60cm程度とすること。

●けこみの奥行きは、45cm以上確保すること。

●公衆電話機及び台を設ける場合は、旅客
の移動を妨げないよう配慮する必要がある。

○外国人の利用の多い旅客施
設には、英語表示の可能な電
話を設置すること。

○音声増幅装置付き電話機を
設置するよう努めること。この
場合、分かりやすい位置にそ
の旨表示すること。

○聴覚障害者が外部と連絡を
取れるよう、自由に利用できる
公衆FAXの設置や無線LAN、
携帯電話、PHSなどが利用で
きる環境を整えること。

整備の基本的な考え方

公衆電話機及び公衆電話台

（1）公衆電話機 公衆電話機は、障害者、高齢者等が円
滑に利用できる構造とすること。

●ダイヤルやボタンの中心の高さは、90～
100cm程度とする。
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○公衆ファクシミリ

●音量調節機能

●固定式台の設置例 ●可動式台の設置例

●電話台の高さ
 70cm程度

●けこみ奥行45cm以上

●電話台の台下の高さ
 60cm程度

□公衆電話の整備例

●ダイヤルボタン
 の中心の高さ
 90～100cm程度 ●電話台の台

 下の高さ
 60cm程度

●電話台の高さ70cm程度
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○案内標示は,障害者、高齢者等が、公共交通機関の施設を円滑に利用できるよう配慮する。
○案内・誘導標示については、設置場所・高さ・文字の大きさ・形状、わかりやすさなど十分に配慮する。

●公共用通路に直接通ずる出入口又は改
札口の付近に、各施設の配置を表示した
案内板その他の設備を設けること。

●平常時に表示する情報内容は、発車番線、
発車時刻、車両種別、行先など、車両等
の運行に関する情報とすること。

整備の基本的な考え方

案内標示

○車両等の運行の異常に関連
して、遅れ状況、遅延理由、運
転再開予定時刻、振替輸送
状況など、利用者が次の行動
を判断できるような情報を提供
すること。

高さ、照明並びに文字の大きさ及び表
記方法は、障害者、高齢者等が見やすく、
かつ、分かりやすいものとすること。

音、点字その他の方法による表示を行う
こと。

標識を設けること。

案内設備は、次に定める構造とすること。
ただし、各施設の配置を容易に視認でき
る場合は、この限りでない。

標識は、各施設の付近であって、障害者、
高齢者等が見やすい位置に設置し、表
示すべき内容が分かりやすいものとする
こと。

�の（�）に定める構造のエレベーターその他の昇降機、傾斜
路又は�に定める構造の便所を設ける場合は、案内標示を次
のように設け、かつ、公共車両等の運行に関する情報を文字
等により表示するための設備及び音声により提供するための
設備を備えること。ただし、電気設備がない場合その他技術
上の理由によりやむを得ない場合は、この限りでない。

（1）案内設備

（2）標識

ア  案内表示の
仕様

イ  音、点字等によ
る表示

ウ  標識の設置
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●可動式情報表示装置の表示例

●案内設備の表示例

□案内標示の例

ここでは、鉄道駅の改札口に設置する可動式情報表示装置の表示例を示している

（�）ア  高さ、照明並びに文字の大きさ及び
表記方法は、障害者、高齢者等が見
やすく、かつ、わかりやすいものとする

（１）イ  音、点字その他の方法による
　　　表示を行う

○○駅案内図


